
※申立時に提出する場合、申立書にステープラ留めしてください。 

 

 

令和 ○ 年（ ○ ）第 ○○○ 号 

債権者  〇〇〇〇株式会社 

債務者  〇  〇  〇  〇 

 東京裁判所民事第２１部 御中 

令和〇年〇月〇日  

 

債権者  〇〇〇〇株式会社     

 

 

事件特定情報提供書面（複数の債務名義により執行を申し立てる場合） 

 

 本件につき、申立書の請求債権目録 ３ 記載の債務名義等について、下記のとおり事

件特定情報を提供する。 

 

 

 

記 

１ 債務名義 

  申立書 （申立書の記載が訂正された場合には、訂正後のもの）の当事者目録及び請

求債権目録 ３ 記載のとおり 

※債務名義が督促手続オンラインシステムにより発付された仮執行宣言付電子支払督促であり、か

つ、督促異議の申立てがされた場合には、後記４を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 執行文 (前記１の債務名義について付与されたもの) 

☑ 前記１に記載のほか、次のとおり。 

 

 付与年月日 付与した裁判所（いずれかを☑） 備 考 

➀ 令和○年○○月○○日 
☑ 前記１の債務名義を作成した裁判所 

□       裁判所     支部 

 

➁ 令和○年○○月○○日 
□ 前記１の債務名義を作成した裁判所 

☑  △△高等 裁判所     支部 

 

 

 

記載例・留意事項 

（注）「事件特定情報提供書面」は、債務名義ごと

に作成してください。 

（注）請求債権目録は、債務名義ごとに作成

し、本書面で事件特定情報を提供する債務名

義が記載されている請求債権目録の番号を記

載してください。 

（注）執行文の付与を要する場合については、☑を付した上で、「２」の項目を

記載してください。 

ただし、執行文の付与を要しない場合については、「２」の項目の記載は不要

です。 

執行文の付与を要しない場合の例： 

債務名義が仮執行宣言付電子支払督促や少額訴訟の判決であって、当事者

がこれらに表示された当事者と同一である場合 

（注）同じ日に複数の執行文が付与された場合には、

執行文の特定に足りる事項 （例：債権者○○分、債

務者●●分）を備考欄に記載してください。 

（注）申立書とともに提出する場合、

事件番号は不要です。 



※申立時に提出する場合、申立書にステープラ留めしてください。 

 

 

 

 

３ 更正決定又は更正処分（前記１の債務名義についてなされたもの） 

 ☑ 前記１に記載のほか、次のとおり。 

 

 決定又は処分の日 裁判所名（いずれかを☑） 備 考 

➀ 令和○年○○月○○日 
☑ 前記１の債務名義を作成した裁判所 

□       裁判所     支部 

 

➁ 令和○年○○月○○日 
□ 前記１の債務名義を作成した裁判所 

☑  △△高等 裁判所     支部 

令和〇年（ネ）

第○○号判決

により更正 

 

 

 

 

 

 

４ 督促異議による訴訟移行後の訴えが係属した裁判所名・事件番号（第１審） 

 

        裁判所    支部 令和  年（ワ・ハ）第    号 

以上 

 

 

（注）上訴審判決において債務名義が更正

された場合には、その判決の事件番号を記

載してください。 

（注）債務名義が督促手続オンラインシステムに

より発付された仮執行宣言付電子支払督促であ

り、督促異議の申立てがされた場合には、「４」の

項目に、訴訟移行後の訴えの第１審の事件番号等

を記載してください。 

（注）更正決定又は更正処分の事件特定情報を提供する場合には、☑を付し

た上で、「３」の項目を記載してください。 

 


